（別　紙）
答　　　　申

審査会の結論
　北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった行政文書の不開示部分のうち、「基礎伏図」、「各階床伏図」、「構造詳細図」及び「構造計算書」を開示すべきである。その他の部分を不開示とした処分は妥当である。
第１　異議申立てに至る経緯等

　１　異議申立人は、平成１４年１２月１３日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。
　　「北九州市戸畑区○○○○　（仮称）○○○○の建築確認関係書類のすべて。第１１認建北九○○○○○○号平成○年○月○日」
　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１４年１２月２７日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成１４年１２月２７日付北九建都指審第２５３号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書一部開示決定通知書を平成１４年１２月２７日に受領した。
　３　異議申立人は、平成１５年２月２５日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。
４　なお、本件請求は平成１４年４月１日(条例施行日)後にあったものであるが、条例付則第２項の規定により、条例施行日前に作成又は取得した行政文書は、従前の例によるとされている。本件行政文書は、平成１１年１０月５日に取得されたものであるため、不開示事由該当性の検討にあたっては、改正前の条例（以下、「旧条例」という。）を適用する事案である。

第２　異議申立人の主張要旨
　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。ただし、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得る部分を除く。
　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）本件請求にかかる建築物の図面は、周辺住民に配布された説明会資料や宣伝看板等によって、その詳細内容が既に大衆に公の状態になっており、また、他の建築物と比較して特異性、創作性を有するようなものでもない。したがって、これを開示することによって当該法人の正当な利益を害するとは認められず、旧条例第６条第2号には該当しない。
（２）本件請求にかかる建築確認申請書には虚偽の申請内容が存在しており、当該建築物が建造されれば、周辺住民の生命、健康、生活及び財産を損なうことになる。したがって、旧条例第６条第2号ただし書に該当するため、開示すべきである。また、当該法人の虚偽申請は複数にわたっており、他にも違法の申請内容が存在することは十分に考えられるため、近隣住民の生活等への被害が生じるおそれがあり､調査の必要がある。
　（３）当該法人の虚偽申請について、建築主事は、測量士等の詞査で客観的に違法が明白になっても事実調査を拒んでおり、市民の行政不信を増幅させている。

　（４）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨
　　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

　１　本件請求にかかる建築物の図面は設計図書であり、設計者がその知識と技能を駆使して創作する貴重な知的生産物であり､相当の報酬を支払う依頼主だけに使用目的を特定して提供する重要な財産である。そのような性格を持つ設計図書は、設計者の人格上及び財産上の権利の対象として保護されるべきであり、その一環として、設計者は設計図書を自己の意によらずに公表されない権利を有している。
　２　また、周辺住民に配布された説明会資料や宣伝看板等は、それぞれ限定された目的の範囲で、限定された時期、建築物の概要を述べているのが通例であり、確認申請書に添付される図書とは異質なものと理解されるので、本件請求にかかる建築物の図面の詳細内容が既に大衆に公の状態になっているとは認められない。したがって、これを開示することは、設計者たる当該法人の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められるので、旧条例第6条第2号に該当する。
３　本件建築物は、建築基準法の手続きにより、建築主事が建築基準関係規定に適合することを確認し、確認済証を交付しているものであり、人の生命、身体等の権利利益に危険を生ずるおそれは少ない。したがって、旧条例第６条第2号ただし書には該当しない。
４　当該法人が虚偽申請を行っていること及び建築主事が事実調査を拒んでいることについては､本件処分とは無関係である。
　５　結論
　　　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立ては理由がないものと考える。

第４　審査会の判断

　　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。

　１　本件行政文書の概要等

　（１）本件行政文書は、建築主から北九州市建築主事に提出された建築確認申請書正本及びその添付図書（付近見取図、配置図、各階平面図、立面図、断面図、基礎伏図、各階床伏図、構造詳細図、構造計算書、室内仕上げ表、日影図及び建築計画概要書）である。

　（２）本件不開示情報は以下のとおりである。
　　　ア　設計者の印影

イ　申請者の印影

　　　ウ　各階平面図

　　　エ　立面図

　　　オ　断面図

　　　カ　基礎伏図

　　　キ　各階床伏図

　　　ク　構造詳細図

　　　ケ　構造計算書

　　　コ　室内仕上げ表

　（３）上記不開示情報のうち、個人情報である「ア　設計者の印影」は、取消請求対象から除かれている。
　２　旧条例第６条第2号（法人・企業情報）該当性
（１）旧条例第6条第2号は、「法人（国及び地方公共団体を除く。）その他の団体（以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより、当該法人又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　　一方、本号ただし書では、

　　　ア　人の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報

　　　イ　市民生活に重大な影響を与え、又は与えるおそれのある事業活動に関する情報

　　　ウ　その他公開することが公益上必要であると認められる情報

　　　　については、開示すべきことを定めている。

　　　　本号は、事業者の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は不開示にするが、そのような情報であっても、人の生命、身体を保護するため等特別の事情がある場合には、例外的に開示しようとするものである。

　（２）本件においては、不開示とされた各添付図書に記載されている情報が、本件添付図書の設計者の創意工夫による独自の情報と認められるものであれば、これを開示することにより申請者又は設計者の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められるため、本号本文に該当する。

しかし、当該情報と同一の情報が、数回にわたって実施された周辺住民に対する説明会において申請者が出席者に配布した資料や、現場付近に設置された宣伝看板等に含まれているならば、当該情報は既に公知となっている情報であると考えられるため、これを開示することにより申請者又は設計者の競争上の地位その他正当な利益を害するとは認められず、本号本文に該当しない。

　（３）ただし、不開示とされた各添付図書に記載されている情報が、本号本文に該当する場合であっても、周辺住民の生命、身体又は健康を保護するためにこれを開示することが必要であると認められる場合は、本号ただし書アに該当することになる。

３　本件不開示情報の旧条例第6条第2号該当性判断

　　　不開示情報のうち、「申請者の印影」は、法人の取引等に用いられる印の印影であるので、本号本文に該当する。

その他の不開示情報は、いずれも建築確認申請書に添付された図書であり、相互に関連した情報を含むものではあるが、それぞれに異なった情報が記載されているため、各図書について個別、具体的に不開示事由該当性を検討する。
なお、本件建築物に関する周辺住民への説明会、資料提供及び建築主と住民との折衝等の経緯の中で、周辺住民が本件建築物に対する安全性等に不信の念を抱いていることが認められる。

また、当審査会は、図面等の開示の可否を判断するにあたっては、情報が記録されている第三者の意見書の提出を求めることが妥当との考えから、条例第２７条第４項の規定に基づき、建築主及び設計者に対して意見照会を行った。建築主より開示に反対する意思表示があったが、設計者は所在不明のため未回答であった。

（１）各階平面図

　　　新築予定マンションの間取り等を示す図書であり、創意工夫による独自の情報が含まれる。

　　　同様の図面が周辺住民に対する説明会において配布されているが、本件各階平面図には窓や戸の仕様、バルコニーや廊下部分の寸法、各部屋の面積、手摺や防火戸の位置など、説明会配布図面よりも詳細な情報が記載されている。また、設計時期も含めて、駐輪場や受水槽の位置など、内容そのものにも相違が見られ、これらが同一の情報であるとは認められない。

　　　本件各階平面図に記載されている情報は、間取りや各室の用途等であり、これらは周辺住民の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報には該当しない。

　　　したがって、本号本文に該当し、本号ただし書アに該当しない。

（２）立面図

　　　新築予定マンションの外観を示す図書であり、創意工夫による独自の情報が含まれる。

　　　同様の図面が周辺住民に対する説明会において配布されているが、本件立面図には外壁の仕様、手摺の位置など、説明会配布図面よりも詳細な情報が記載されている。また、設計時期も含めて、窓の位置、両側角面及び屋根の形状など、内容そのものにも相違が見られ、これらが同一の情報とは認められない。

　　　本件立面図に記載されている情報は、外観、開口部の位置等であり、これらは周辺住民の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報には該当しない。

　　　したがって、本号本文に該当し、本号ただし書アに該当しない。

（３）断面図

新築予定マンションの垂直切断図で、床の高さ、各階の天井の高さなどを示す図書であり、敷地内の高低差に合わせて建物の一部を地階とし、地階及び１階に入口を設けマンションへのアプローチを充分考慮した断面計画とするなど、創意工夫による独自の情報が含まれる。また、周辺住民に対する説明会において、同様の図面は配布されていない。

これらの情報は、周辺住民の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報には該当しない。

したがって、本号本文に該当し、本号ただし書アに該当しない。

（４）基礎伏図、各階床伏図及び構造詳細図

　　　新築予定マンションの構造部材の配置や大きさを示す図書であり、意匠計画と調整整合し、ワイドスパンや逆梁工法を採用するなど、創意工夫による独自の情報が含まれる。また、周辺住民に対する説明会において、同様の図面は配布されていない。

　　　一方で、これらの情報には、建物の構造上の安全性を検証するために重要な情報が含まれており、周辺住民が建築物の安全性等について不信の念を抱いているという事情を考慮すると、周辺住民の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報に該当する。

　　　したがって、本号本文に該当するが、本号ただし書アに該当する。

　　

（５）構造計算書

　　　新築予定マンションの構造計算等を示す図書であり、安全性・経済性に力点をおきながらも建物の意匠やデザインに配慮して構造計算が行われるなど、創意工夫による独自の情報が含まれる。また、周辺住民に対する説明会において、同様の図面は配布されていない。

　　　一方で、これらの情報には、建物の構造上の安全性を検証するために重要な情報が含まれており、周辺住民が建築物の安全性等について不信の念を抱いているという事情を考慮すると、周辺住民の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報に該当する。

　　　したがって、本号本文に該当するが、本号ただし書アに該当する。

（６）室内仕上げ表

　　　新築予定マンションの室内の仕上げを示す図書であり、経済的で見栄えの良い材料や高級感のある材料等の選定などに関し、創意工夫による独自の情報が含まれる。また、周辺住民に対する説明会において、同様の図面は配布されていない。

　　　これらの情報は、周辺住民の生命、身体又は健康を害し、又は害するおそれのある事業活動に関する情報には該当しない。

　　　したがって、本号本文に該当し、本号ただし書アに該当しない。

　　　なお、当審査会は、意見照会に対する建築主からの回答を参考として審議を行った結果、上記のように判断した。

　４　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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